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第１３章　　　賃金・労働
　

賃金、労働時間、雇用、賞与の動き
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常用雇用指数は前年比で５年連続の増加
  毎月勤労統計調査地方調査（年報）によると、平成28年の１人平均月間現金給与総額は 33万4,322円、名目賃金指数は99.7で前年比0.2％の減少となりました。物価変動の影響を取り除いた実質賃金指数(現金給与総額)は 99.8で、前年比 0.2％の減少となりました。

  また、総実労働時間は、月間 141.8時間(年間 1,702時間)、労働時間指数は99.8で前年比 0.2％の減少となりました。

　平成28年の常用雇用指数(平成27年平均＝100)は調査産業計では 102.2（前年比 2.3％増加）、製造業は 100.1（同 0.1％増加）、ともに５年連続の増加となりました。

  夏季賞与（平成28年6月～平成28年8月に支給されたもの）の１人平均支給額は45万8,689円で、前年比2.2％の増加となりました。年末賞与（平成28年11月～平成29年1月に支給されたもの）の１人平均支給額は46万229円で前年比0.1％の減少となりました。
名目賃金及び実質賃金の動き(前年比)　　　 　　     　　　　労働時間の動き(前年比) 
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-調査産業計（事業所規模5人以上）-　　　　　　　　-調査産業計（事業所規模5人以上）-
[image: image4.emf]-2.4

-4.8

7.2

-1.1

2.2

-8.8

0.1

3.2

3.6

-0.1

-10.0

-8.0

-6.0

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

平成

24

25 26 27

28

年

夏季賞与

年末賞与

[image: image5.emf]0.9

1.3

1.8

2.1

2.3

3.3

0.4

0.9

1.9

0.1

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

平成

24

25 26 27

28

年

製造業

調査産業計


[image: image6.emf]男

144

131

127

109

113

女

94

80

73

76

66

238

211

201

185

179

5.4

4.8 

4.6 

4.2 

4.0 

5.7

（男性）

5.2

5.0 

4.4

4.5

5.1

（女性）

4.3

3.9

4.0 

3.4

0

1

2

3

4

5

6

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

平成

24

25 26 27

28

年

（％）

（万人）

失業率（男女計）

失業者数（男女計）

[image: image7.emf]女

2,006.0 

1,982.0 

2,080.0 

2,154.6 

2,178.7  2,167.3 

男

799.0 

786.0 

837.0 

1,064.7 

1,086.0 

1,222.9 

女

1,571.0 

1,755.0 

1,770.0 

1,754.4 

1,770.6 

1,851.9 

男

2,635.0 

2,782.0 

2,811.0 

2,588.4 

2,556.3 

2,458.5 

62.2 

63.9 

62.8 

59.5 

59.8 

58.1 

60.0 

62.1 

61.1 

57.4 

57.0 

56.0 

40

45

50

55

60

65

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

昭和

62

年 平成

4

9 14 19

24

年

0

無業者数（女） 無業者数（男） 有業者数（女） 有業者数（男）

(

千人

)

(％)

有業率

（全国）

有業率

（大阪府）

無業者数

有業者数

～

～

4,206.0 

2,805.0 

4,537.0 

2,768.0 

4,581.0 

2,917.0 

4,342.8 

3,219.3 

4,326.9 

3,264.7 

4,310.4 

3,390.2 


          常用雇用指数の動き(前年比)       　          　賞与の平均支給額の動き（前年比）
　　　　　　　-（事業所規模5人以上）-　　　　　　　　　　-調査産業計（事業所規模30人以上）-



完全失業者数、完全失業率


完全失業者数は前年より６千人減少、完全失業率は前年より0.2ポイント低下
　労働力調査によると、平成28年平均の労働力人口は447万３千人で、前年に比べると６万６千人増加しました。男女別の内訳は男性が251万人、女性は196万３千人で、前年に比べ男性は８千人増加し、女性は５万８千人増加しています。

　平成28年平均の完全失業者数は17万９千人で、前年に比べ６千人減少しました。男女別の内訳は男性が11万３千人、女性は６万６千人となっており、前年に比べ男性は４千人増加し、女性は１万人減少しました。

　平成28年平均の完全失業率は4.0％で、前年に比べ0.2ポイント低下し、比較可能な平成９年以降最も低い率となりました。

男女別では、男性が4.5％、女性が3.4％となっており、前年に比べ男性は0.1ポイント増加し、女性は0.6ポイント低下しました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


有業者・有業率


有業者数・有業率ともに平成19年に比べ減少　

平成24年就業構造基本調査によると、平成24年の15歳以上人口(770万人)のうち、有業者は431万300人で、平成19年と比べると、１万6,500人減少となっており、男女別内訳は、男性が９万7,800人減少しているのに対し女性は８万1,300人増加しています。

有業率は56.0％で、全国(58.1％)に比べ2.1ポイント低く、平成４年以降低下が続いています。
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[厚生労働省　毎月勤労統計調査地方調査　


総務省　消費者物価指数　表13-2、13-3参照]





[厚生労働省　毎月勤労統計調査地方調査　表13-8、13-10参照]
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[厚生労働省　毎月勤労統計調査地方調査　表13-11参照]





[毎月勤労統計調査地方調査　表13-12、13-13参照]





労働力人口の推移





完全失業率、完全失業者数の推移





[総務省　労働力調査　表13-14～15参照]





[総務省　労働力調査　表13-19参照]





※　労働力人口：１５歳以上の人口のうち就業者と完全失業者を合わせたもの





[表13-15参照]





有業者･有業率の推移





[総務省　就業構造基本調査　表13-22参照]








